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「VFM」（Value For Money）とは、内閣府が平成 13年（平成 20年改定）の「VFM（Value 
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図-3 公権力と政策判断の 4つの象限 
出典：京都府城陽市の職務プロセス分析より一部筆者修正 
市役所業務の包括業務委託について 

































＜第 2ステージ 委託範囲拡大及び業務見直し＞ 
 業務委託の範囲を順次拡大していくとともに、事業仕分け、ビジネス・プロセス・リ
エンジニアリング等を行い、業務の効率化も行っていく。 
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は 1回に限られ、最長でも 1年が限度とされている。しかしながら実態としては他市の
例でもあるように 1年を超える雇用となっているケースがあるのも事実である。 




























イメージ案では 3 年間で正職員は現在の 331 名から 281 名に、嘱託職員は 85 名から
55名に、その減員数と現在の臨時職員 235名が派遣に切り替わると 315名となるが、総
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だ後には最終形として現在の 651 名の総職員数を事業仕分けや BPR（ビジネス・プロセ
ス・リエンジニアリング）等により 1割程度は減らせると予測している。 
その上で、正職員が何名程度必要かを考えたところ、東洋大学の研究で平成 20 年 4
月の時点の 360 名の正規職員のうち 216 名が民間委託可能としており、そうすると 144
名の正職員が必要ということになる。残りの要員は業務委託で賄おうということである。
もちろん、業務委託企業がより少ない人数で業務運行が可能であれば、それも構わない。















                                                   
1 「地方公務員の短時間勤務の在り方に関する研究会報告書」、2009、総務省 
市役所業務の包括業務委託について 















これは、平成 18年 1月 27日に内閣府民間資金等活用事業推進室から出された「『PFI
図-5 アウトソーシングによる総人員と総人件費の削減効果 
筆者作成 
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平成 22 年 6月に競争的対話の事前説明会を加西市と東京の 2か所で実施し、参加企
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ある。
